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この度、私は貴社に採用されることにあたり、（ただし、３ケ月間は試用期間として勤務）、
下記第１の事項について遵守し誠実に勤務することを誓約致します。万一、これに違反し若しくは相違のあった場合には、採用の取消しその他いかなる処分をされても何らの異議申し立てのないことは勿論、これにより会社に損害を与えたときはその賠償の責に任ずることを誓約致します。
　また、第２の事項に該当するときは、採用取消しされても何ら意義のないことを誓約致します。


記

第１
1. 就業規則その他の服務規則を遵守し、上司の指揮に従い誠実に勤務すること。
2. 貴社の社員としての品位を持ち、自己研鑽に努めること。
3. 故意又は重大な過失によって、貴社に損害を与えた場合、その責任の全てを負うこと。
4. 会社の許可なく、他の職を有することはもちろん一切の副業を行わないこと。
5. 履歴書等提出書類の記載事項は、事実と相違ないこと。
6. 自己都合により退職する場合は、退職届を提出し引継ぎを行うこと。
7. 自己の健康に留意し、日々の完全な労務の提供に努めること。
8. 業務命令には誠実に従うと共に、だらだら残業をしないこと。
9. 会社の人事考課、評価については、会社が定めた場合を除き、会社の業務運営上の必要により開示されないことについて承諾すること。
10. 社内の法令上の問題を発見したときは、まず総務部に報告し、やむを得ない場合は代表に速やかに報告すること。
11. 定期健康診断、その後の再検査、その他会社の指示による健康診断の結果について会社に報告すること。
12. 在職中はもとより退職した後も、貴社社員として知り得た次に定める事項に関する秘密情報、その他貴社が特に秘密として指定し、ないし客観的に秘密情報と考えられる情報（「秘密情報」）及び個人情報並びに業務に関連して知り得た第三者の情報（以下「会社が保有する情報」）を第三者に漏洩、開示又は業務以外の目的で使用しないこと。
①　製造技術、設計に関する事項
②　企画開発に関する事項
③　製品販売・顧客情報に関する事項
④　財務・経営に関する事項
⑤　人事管理に関する事項
⑥　他社との業務提携に関する事項
⑦　子会社、関連会社に関する事項
13. 会社が保有する情報に関連して入手した書類、文書、業務に関連して取得した名刺等すべての資料（例えば、磁気テープ、ＣＤ－ＲＯＭ，ＦＤ，ＵＳＢメモリ、その他の磁気媒体等）は、貴社の許可なく会社外に持ち出さないこと。
なお、上記資料については、在職中は大切に保管するとともに、退職時には必ず返還すること。
14. 貴社の情報システム及び情報資産の一切が貴社に帰属していることを理解し、貴社が情報システム及び情報資産の保護のために必要であると認めた場合には、私の電子メール等を私に断りなくモニタリングすることがあることを承知し、これに同意すること。
15. 社員として貴社に提出する私の個人情報の取り扱いに関し、次の事項に基づき貴社が第三者に提供することに同意すること。
①　会社は、労務管理上必要な助言・指導を受けるため、当該社員の個人情報を会社の顧問弁護士・公認会計士・税理士・社会保険労務士へ提供することができる。
[bookmark: _GoBack]ただし、顧問契約を締結していない弁護士・公認会計士・税理士・社会保険労務士であっても、当該問題解決のために必要であると認められる場合には、当該社員の個人情報を提供し、助言・指導を求めることができる。
②　会社は、労務管理上必要な助言・指導を受けるため、産業医その他会社が指定する医師等へ、当該社員の個人情報を提供することができる。
③　会社は、取引先及び顧客に対し、当該社員の業務遂行上必要な範囲内において、当該社員の個人情報を提供することができる。
④　会社は、その他各種法令等の定めに基づき、第三者へ社員情報を提供することができる。
⑤　会社は、上記①ないし④に該当する場合の他、人事政策ないし雇用管理等の目的を達成するために必要な範囲で、第三者へ社員の個人情報を提供することができる。
16. 暴力団、暴力団関係企業、総会屋又はこれに準ずる団体（反社会的勢力）との関係を現在有しておらず、将来も一切関係をもたないことを約束すること。
17. 会社の責に帰すべき事由により休業した場合は、民法536条第2項の適用を排除し賃金は支給されず、労働基準法第26条に定める平均賃金の100分の60の休業手当のみが支給されることについて同意すること。
18. 業務上の災害により休業した場合は、労働基準法上の災害補償または労働者災害補償保険法上の保険給付を受けるものとし、民法536条第2項の適用を排除し賃金は支給されないことについて同意すること。

第２
1. 会社の指定期日までに、所定の書類を提出しなかったとき。
2. 健康診断の結果若しくは心身の病気その他健康上の理由により、勤務が困難であると認めたとき。
3. 履歴書に虚偽の記載があったとき、若しくは面接時の発言に虚偽の内容があったとき。
4. 犯罪行為のあったとき。
5. 暴力団、暴力団関係企業、総会屋又はこれに準ずる団体（反社会的勢力）との関係を現在有していたとき。
6. 新規採用を取消すべき経営上の理由があったとき。
